平成17年（ワ）第87号、平成18年（ワ）第16号 遺伝子組換えイネ野外実験差止等請求事件　　　
原　　告　　山　田　 　稔　ほか２２名
被　　告　　(独) 農業・食品産業技術総合研究機構

原告準備書面 (１６)
２００６年１２月　７日
新潟地方裁判所高田支部 民事部 御中
原告代理人　弁護士　　　安　藤　　雅　　樹　

　　　　　　　　　　同　　　　　神　山　　美智子

同　　　　笠　　　原　　　一　　浩

　　　　　　　　　　同　　　　　柏　木　利　博

　同　　　　　光　前　 幸　一

同　　　　　　駒　　井　　　　重　　忠

同　　　　　近　　 藤　　卓　 　史

　同　　　　　竹　　澤　　　　克　　己

                                     同　　　　　　伊　　達　　　雄　　 介

　　同　　　　　　冨　　山　 　喜　久　雄

　同　　　　　馬　　場　　　 秀　　幸

　　　　　　　同　　　　　　若　　槻　　　良　　宏

　　同　　　　　　柳原　敏夫
本書面は、被告準備書面（２０）に対する反論その他について陳述する。

１、被告準備書面（２０）に対する反論

　被告は、以下の理由により、本鑑定において生物検定法は不要であると主張する（第２、１）。

第１に、生物検定法は免疫測定法でディフェンシンの流出が確認できた後に行なう実験だから（理由①）。

第２に、生物検定法は実験の条件ごとに様々な結果が出て、安定的な結果が得られないから（理由②）。

第３に、原告提案の生物検定法には種々の不備があるから（理由③以下）。

　しかし、以下に反論する通り、これらはいずれも生物検定法を不要とする根拠になり得ない。

(1)、第１の理由について。

生物検定法と免疫測定法について、実験の順番が後者が先で前者が後という研究上の決まりはどこにもない（現に、被告は論拠を何ひとつ挙げていない）。それどころか、被告自らが既に黒田実験（乙19）において、免疫測定法（実験１の(1)）と生物検定法（３～４頁の実験１の(2)）を同時に実施している。

(2)、第２の理由について。

　本鑑定は、あくまでもディフェンシン耐性菌の出現の危険性を判断するための前提事実としてディフェンシンの溶出の可能性を検証するものである。したがって、仮に生物検定法が被告の主張するとおり、実験条件ごとにさまざまな結果が出る可能性があるとしても，可能な限り、本鑑定目的に適合した実験条件を設定し，得られた実験結果については，設定した実験条件を踏まえた科学的・合理的評価をすれば足りることなのであって、このような合理的態度をもって実験・評価に臨むかぎり、生物検定法の有用性はいささかも失われるものではない。

(3)、第３の理由について

　第2の理由に対する反論とも関連するが、もし、「生物検定法の実験方法に不備があるから実験をやるべきではない」と言うのなら、なぜ、被告は、自ら進んで黒田実験（乙19）で生物検定法（３～４頁の実験１の(2)）を実施したのか。もし、黒田実験の生物検定法の実験方法は原告提案とはちがい、不備はなかったと言うのなら、単に、その方法をここに提案すれば済むことである。

そもそも、ダイコンの種子はTerrasらの生物検定法の実験により初めてディフェンシンの溶出が確認されたが、GMイネの茎葉については、これまで生物検定法の実験を行なった者はおらず（前述の黒田実験の生物検定法でもやっていない）、いかなる実験方法によれば確実に溶出の有無を判断できるのか、その適切な実験方法は未だ全く確立していない。したがって、今回、世界で初めての本GMイネの茎葉の生物検定法の実験にあたっても、何が最適な実験方法かについては、Terrasらの実験を参考にしながら、最善を尽すしかない。だから、原告も被告からの指摘に対して、納得がいくものについては実験方法を改善することに何の異論もない（例えば、もし被告の指摘通り、イネの葉が滅菌処理に弱いのであれば、それを踏まえた対応策を用意する）。

２、原告推薦の鑑定嘱託先についての補足

　免疫測定法の鑑定嘱託先として原告が推薦する「全能性統御機構学分野」について補足する。

「全能性統御機構学分野」のホームページには、研究室の歴史が次のように紹介され、イネに関する免疫測定法の実験を実施するに相応しい研究機関であることが理解される。

《本研究分野は植物の機能発現を細胞ならびに分子レベルで解明し、応用の基盤を築くことを主眼とし、このために目的とする各々の機能を発現した培養細胞を誘導・選抜し解析しています。これらの独創的研究は植物の基本的代謝に関わる多くの問題を解明したばかりでなく、実用的に重要な植物成分を大量生産するための普遍的基盤技術を確立することに大きく貢献しています。これまでの主な研究業績は次のとおりです。
1）イネを始めとする禾穀類細胞の培養ならびに個体再生、さらにイネプロトプラストからの個体再生に初めて成功し、禾穀類における細胞工学が可能であることを示しています。本手法を応用した非対称融合法により雑種イネ作出の基盤的技術が確立されました。また雄性不稔イネミトコンドリア内の環状DNAの遺伝子解析によりイネの分子進化に関する新しい知見を提供しています。》（甲７６）
ちなみに、「全能性統御機構学分野」の主任の佐藤文彦教授には以下のような受賞歴がある。

①．１９９９年　日本植物化学調節学会賞

　「光独立栄養培養細胞株を用いた植物機能の分子細胞生物学的解析とその応用」

　②．２００３年、市村学術賞貢献賞

　　「イソキノリンアルカロイド生合成をモデルとした植物有用アルカロイド生産法の開発」

３、脚注の訂正

原告準備書面(15)２頁の脚注２が本文の対応箇所を間違えて表記していたので訂正する。正しい本文の対応箇所は、３頁本文下から５行目（スペース行も含む）の下記の文中の「実験方法」である。

記

以上の理由から、適切な実験方法が確立していない本件においては、免疫

以　上
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